




J-LIS

本人確認情報及び附票
本人確認情報の提供

全国
サーバー等

証明書
交付
センター

カード交付　電子証明書の発行・失効付番

住民票コードの提供

情報連携

  　　　　　　　　　　　　   住民等マイナンバー  12345… マイナンバー
カード

証明書の交付

情報提供
ネットワークシステム

マイナンバーカード管理システム 

国 等

GSS G-Net

設立趣旨

　当機構は、地方公共団体が共同して運営する組織として、住民基本台帳法、電子署名等に係る地
方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（公的個人認証法）及び行政手続における
特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（マイナンバー法）の規定による事務並
びにその他の地方公共団体の情報システムに関する事務を地方公共団体に代わって行うととも
に、地方公共団体に対してその情報システムに関する支援を行い、もって地方公共団体の行政事
務の合理化及び住民の福祉の増進に寄与することを目的に設立されました。
　また、2021年5月12日に成立したデジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する
法律（デジタル社会形成整備法）及び関係法律の改正により、当機構は、2021年9月1日から、国と
地方公共団体が共同で管理する法人となりました。

J-LISが運営するシステムの概念図

情報連携

02

03 公的個人認証サービスシステム 

住民基本台帳
ネットワークシステム等
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自治体中間サーバー・
プラットフォーム 

04 06

ガバメント
クラウド

         LGWAN
（総合行政ネットワーク）
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コンビニ等都道府県・市区町村
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　全国の市区町村が保有している住民の皆様の本人確認情報及び附票本人確認情報を保有する

システムを運営しています。日本全国どこへ行っても適切な行政サービスが迅速に受けられるよ

う、セキュリティレベルの高いネットワークでつながっています。

住民基本台帳ネットワークシステム等の運営01

住民基本台帳ネットワークシステム等の運営
　各市区町村、都道府県及び当機構には、住民基本台帳ネットワークシステム等の運用のために専用の機器が
設置されており、24時間体制で機器や通信回線の監視を行い、不正アクセスの発見・対応を行っています。

本人確認情報及び附票本人確認情報の提供
　国の行政機関等に対して住民の皆様の本人確認情報及び附票本人確認情報の提供を行っています。
これにより、住民の皆様が国の行政機関等でサービスを受ける際に、住民票の写しなどの提出を省略する
ことができます。

住民基本台帳ネットワークシステム等のこれから
　国の行政機関等でサービスを受ける際に本人確認事項として氏名のふりがなが利用できるよう、住民
基本台帳ネットワークシステム等及び関連システム等の改修を行っています。

住民基本台帳ネットワークシステム等の概要

本人確認情報
氏名、生年月日、性別、住所、住民票コード、個人番号、これらの変更情報

附票本人確認情報
戸籍の附票に記載された氏名、生年月日、性別、住所、住民票コード、これらの変更情報

CS（コミュニケーションサーバ）
市区町村ごとに住民基本台帳事務等を処理しているコンピュータと全国的な住民基本台帳ネットワークシステム等との橋渡しをするためのコンピュータ

本人確認情報提供
附票本人確認情報

提供

国の行政機関等

市区町村内の
附票本人確認情報

市区町村内の
本人確認情報

全国の
本人確認情報

全国の
附票本人確認情報

都道府県内の
附票本人確認情報

都道府県内の
本人確認情報

市区町村 都道府県

地方公共団体
情報システム機構

都道府県サーバ

（都道府県サーバ集約センター）

全国サーバ

附票全国サーバ

附票都道府県サーバ
戸籍附票
システム

CS

住民基本台帳ネットワークシステム等とは、住民基本台帳ネットワークシステム及び附票連携システムを指す。

統合端末

既存住基
システム
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　住民の皆様の個人番号通知書及びマイナンバーカードを発行するとともに、マイナンバーカード

管理システムの運営等を行っています。

マイナンバーカード等の発行及び
マイナンバーカード管理システムの運営02

マイナンバーカードの発行・運営体制の強化
　個人番号通知書及びマイナンバーカードを発行するとともに、必要なデータの作成や発行状況等を管理
するマイナンバーカード管理システムの安全かつ安定的な運営に努めています。
　また、特に速やかな交付が必要となる方を対象として、原則1週間で申請者のご自宅にマイナンバー
カードを届ける特急発行を行っています。

マイナンバーカードの利便性の向上
　運転免許証とマイナンバーカードが一体化したマイナ免許証の運用が開始されたことや、国外でマイナン
バーカードの利用ができるようになるなど利便性の向上が図られました。また、在留カードとの一体化など
マイナンバーカード関連業務について、関係省庁と連携しつつ更なる利便性の向上に向けて取り組みます。

　住民の皆様に、オンラインでの安全・確実な手続等のために他人によるなりすましやデータ改ざ

んがされていないことを確認する本人確認の機能として、電子証明書を提供しています。

公的個人認証サービス03

署名用電子証明書及び利用者証明用電子証明書に係る認証局の運営
　公的個人認証法に基づく認証局として、署名用電子証明書、利用者証明用電子証明書の発行及び失効
並びに失効情報の作成及び提供等に係る事務を行っています。

マイナンバーとは
住民票を持つ日本国内の全住民に付番される12桁の
番号です。

マイナンバーカードとは
住民の方からの申請により原則無料で交付される、氏名、
住所、生年月日、性別などが記載された、一歳未満の方を
除いて顔写真付きのプラスチック製のカードです。
カードのおもて面は顔写真付きの本人確認書類として
利用できます。また、裏面にはマイナンバーが記載されて
おり、法令又は条例で定められた手続におけるマイナン
バーの確認に利用できます。

マイナンバーカード発行の仕組み

地方公共団体
情報システム機構
（J-LIS)

市区町村
マイナンバーカード
を窓口で交付

※特急発行により申請したカードは住民に直送

マイナンバーカード
の発送※

申請

交付申請書
送付（申請主義）

住民
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署名検証者及び利用者証明検証者に対する失効情報等の提供
　オンライン申請等を行う行政機関等（国・地方公共団体の機関等）の署名検証者及び利用者証明検証者
に対して失効情報等を提供しています。
　また、内閣総理大臣及び総務大臣の認定を受けた民間事業者から提出された署名検証者及び利用者証
明検証者に係る届出等の処理、失効情報の提供等に必要な技術的支援、失効情報の提供等を行っています。

電子証明書の利便性の向上
　電子証明書のスマートフォンへの搭載を実現し、また、本人同意に基づく基本４情報等の提供を行って
います。

公的個人認証サービスの全体像

インターネットでの
安全なログイン
（利用者証明用電子
証明書）

電子証明書発行申請
（基本4情報等）

電子証明書
交付

インターネットによる
電子申請（署名用
電子証明書）

電子証明書の
有効性確認

（失効リストへの
問い合わせ）

インターネット

電子申請・届出先
（署名検証者、利用者証明検証者）認証局

異動等失効
情報の提供

本人確認のための
公的個人情報サー
ビスへの基本情報
の提供

行政機関等

民間事業者

地方公共団体
情報システム機構
（証明書発行・
失効情報管理機関）

市区町村長
（本人確認機関）

証明書失効リスト

市区町村窓口

住民基本台帳ネットワーク

住 民

申請書等
（平文）

（平文）
（申請書等を
秘密 で署名）

公開  + 
電子証明書
（基本4情報含む）

公開  + 電子証明書（基本4情報含まない）
利用者証明用電子証明書

＋＋

署名用電子証明書

住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
等

●行政機関等での活用事例

コンビニ等での証明書発行 マイナンバーカードの保険証利用

●民間事業者での活用事例

・住宅ローン等のオンライン
　契約
・銀行や証券口座開設時の
　本人確認 等
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　マイナンバー制度における情報連携とは、地方公共団体及び国の行政機関を専用のネットワーク

でつなぎ、安全性を確保した上で、制度で定められた範囲内で必要な情報を行政機関間で連携させ

るためのサービスです。これにより住民の皆様が行政手続きで求められていた書類の提出が省略

可能となり、行政サービスの利便性が向上します。また、住民の皆様は、マイナポータルにアクセス

することにより、住民票世帯や税等の自己の情報を確認することができます。2017年に情報連携

の本格運用が開始して以降、2019年からは日本年金機構も参加し、情報提供件数や対象事務手続

数は年々増加しています。

マイナンバー制度における情報連携04

マイナンバー制度における情報連携関連システムの概要

地方公共
団体

マイナポータル
・ 情報提供等記録開示機能  ・ 自己情報表示機能 等

住民
マイナンバーカード

インターネット

西日本データセンター 東日本データセンター

情報提供ネットワークシステム

GSS G-Net

LGWAN

国の
行政機関等

自治体中間サーバー・プラットフォームの運営
　自治体中間サーバーを共同化・集約化した自治体中間サーバー・プラットフォームは、計画的な運用及
び24時間監視等により、安全かつ安定的な運営に努めています。また、必要な情報の提供や問合せ対応
等、地方公共団体の支援を行っています。

自治体中間サーバー・プラットフォーム
（LGWAN-ASPとして地方公共団体に提供）

今まで必要だった添付書類が… 情報連携により省略できます！
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　地方公共団体相互のコミュニケーションの円滑化、情報の共有による情報の高度利用等を図る

とともに「GSS GｰNet」に接続され、各地方公共団体と国の各府省等との間の情報交換手段の確

保のための基盤とすることを目的とした、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク

（インターネットから切り離された閉域ネットワーク）を運営しています。

総合行政ネットワーク
（LGWAN（Local Government Wide Area Network））05

総合行政ネットワーク（LGWAN）の運営管理
　ネットワークの24時間監視体制により、障害やセキュリティ・インシデントの迅速な検知及び対応を行
うとともに、接続団体に対する支援を行っています。

総合行政ネットワークシステム等の概要

第五次 LGWANの運用
　LGWANを更改し、令和６年10月に第五次LGWANの運用を開始しました。第五次LGWANは、①セ
キュリティ確保と利便性向上の両立、②より一層の安定運用、③ガバメントクラウド接続への対応の３点
を特徴としています。

LGWAN-ASPサービスの管理
　LGWANを介して民間事業者等が地方公共団体に対し行政事務のための各種情報システム機能を提供
するLGWAN-ASPサービスの登録・接続審査等を行っています。

地方公共団体組織認証基盤（LGPKI）の運営

　地方公共団体が実施する電子申請・届出等の手続や電磁的記録文書のやり取りにおける様々な脅威を
防止し、安全に通信を行うために、地方公共団体組織認証基盤（LGPKI）を運営しています。

住民・企業等
電子申請・届出

業務システムD

ASP

インターネット

LGWAN

一元的な監視・運用

閉域性、暗号化、不正
アクセス検知等による
セキュリティ確保

業務システムB

LGWAN-ASP

業務システムC

地方公共団体

ガバメント
クラウド

GSS G-Net

電子証明書
の発行

業務システムA

府省

失効リスト

LGPKI
認証局
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団体B
証明発行
システム

　マイナンバーカードを活用した証明書のコンビニ交付サービスの促進並びにマイナンバーカー

ドアプリケーション搭載システムや自治体基盤クラウドシステムなど地方公共団体が共通的に利

用できる情報システムの研究開発、維持管理及び利用の促進を行っています。

研究開発・調査研究06

マイナンバーカード利活用促進事業
　全国のコンビニエンスストア等のキオスク端末にて、利用者がマイナンバーカードをかざして操作する
と、市区町村が発行する住民票の写し、戸籍証明書などを交付することができます。
　コンビニエンスストア等の事業者のＥＣセンターと参加市区町村の証明発行システムを、当機構が運用
する証明書交付センターシステムが中継し、サービスを提供しています。

団体A
証明発行
システム

L
G
W
A
N事業者A

ECセンター
事業事業業業業業事業業業業業業業業業業業業業業業事業業業業業業事事業事業業業業業事業事事業業業業業業業業業業事業事業業事事業事業者者者A者AAAAA者AAAAAA者AAA者者A者AAA者A者AAA者者AA者
CCセンセンセンセンセンセンセセセンセンンセンセンンンセンセンセンセンセンセンンセンンセンンンンセンンセンンンンンンンセンセンンンセンンンンンンンンンンセンセセセセセセセセ タータータータタータータタータータタタタタタタタータータタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタ

証明書交付
センター

交付
ー

事業者A
ECセンター

コンビニ店舗

事業事業業業業業事業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業事事事事業業業業業業業業事事業業業者者者AAAAAAAAAA者AAA者AA者A者A者A者A
CCセンセンセンセンセンセンセセセンンンセンセンセンセンンセンンンセンセンンンンンンンセンセンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンンセンセセセセセセセンセセンセンセセセセセ タータータータータタタータータータータータータータタタータタタタタタータタタタタタータタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタタ

事業者A
EC

センター

事業者B
EC

センター

専
用
回
線

コンビニ店舗 公的個人認証
サービス
センター

コンビニ事業者と市区町村を繋ぐ
証明書交付センターシステム運用図

マイナンバーカードアプリケーション搭載システム
　マイナンバーカードの多目的利用サービスの推進ツールとして、マイナンバーカードアプリケーション
搭載システムを提供しています。
　マイナンバーカードのICチップの空き領域にアプリを搭載することで、本人認証基盤を利用できるよう
になり、住民向けの図書館サービスや年齢、障がいの有無等で対象者を特定した福祉サービス等、さまざ
まな行政サービスを住民の皆様に提供できるようになります。
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自治体基盤クラウドシステム（BCL）
　自治体基盤クラウドシステムでは、市区町村の住民情報データの副本（バックアップ）が保管でき、副本
データを使って、コンビニ交付サービス向けの証明発行機能、クラウド型被災者支援システム等がご利用
いただけます。自治体基盤クラウドシステムを活用することで、市区町村は安価にサービスを始めること
ができます。

全国被災者支援システム
　地震や大雨等による大規模災害の発生に備え、市区町村に対して全国被災者支援システムを引き続き
提供することに加え、自治体基盤クラウドシステムを活用した、全国の市区町村が共同利用できるクラウ
ド型被災者支援システムを整備しています。

データ連携

LGWANLGWAN

連携AP連携用
データ住民情報

B村

C市

参加市区町村（A町）

管理端末

住民情報システム

全国の
住民の本人
確認情報

住民情報

クラウド型
被災者支援システム コンビニ証明発行

連携AP

 自治体基盤クラウドシステム（BCL)

住民情報

住民情報バックアップの保管
⇒ＢＣＰ対策

コンビニ交付サービス提供
（罹災証明書含む）

※書式は標準フォーマット

被災者支援システム提供
⇒災害への備え

証明書交付
センター

コンビニエンス
ストア等

証明書情報
(住・印・税)

中間DB

証明書
PDF

市町村職員による情報化に関する研究会
　市町村の情報化推進に係る共通的課題の解決やデジタルガバメントの推進に資することを目標に研究
会を開催し、毎年度その報告書を公開しています。
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　自治体DXを担う人材の育成を目指して、情報セキュリティや情報化に関する幅広い研修を遠隔

地の地方公共団体でも受講が容易なライブ又は動画研修やリモートラーニングを中心に実施します。

　また、関係団体と連携・共催したセミナーを実施するとともに、地方公共団体が企画・開催する情

報化研修の支援等を行っています。

教育研修07

ライブ研修
　WEB会議システムを利用して、勤務先や遠隔地からリアルタイムで双方向コミュニケーションが可能
な研修を実施しています。

情報化研修支援
　地方公共団体職員が自ら講師となって庁内研修ができる情報セキュリティ等に関するテキストを提供
しています。
　また、地方公共団体が自ら企画し開催するデジタル化を推進する人材育成研修を支援するとともに、セ
ミナーの専門講師についても紹介します。
　さらに、都道府県が管内市町村職員を対象に企画し主催するデジタル人材育成等の集合研修又はライ
ブ研修に対して、必要な経費の助成等の支援を行っています。

動画研修
　一般行政職員向けの基礎的な知識の定着や情報化の推進に必要な知識の修得を目的とした研修を実施
しています。
　事前に講義を収録した動画を学習管理システムに登録し、インターネット環境があればどこからでも何
度でも繰り返し受講ができます。

リモートラーニングによる人材育成のための基礎研修等
　自治体DXを推進していく上で最低限必要となるセキュリティやICTに関する基礎知識の修得に重点を
置いたリモートラーニングによる研修を実施しています。

ライブ研修風景 情報化研修風景
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　都道府県や市区町村などから、地方税務情報の処理、地方交付税の算定などの業務を受託してい

ます。当該業務を受託するにあたっては、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）認証の継

続的な取得により、セキュリティの確保及び個人情報の保護に万全を期しています。

地方税・地方交付税等の
情報処理事務の受託08

地方税務情報の処理
　都道府県及び市区町村等から委託を受け、次の地方税務情報に係る情報処理を行っています。
　・自動車登録・検査情報
　・環境性能割税額情報
　・たばこ流通情報
　・軽油流通情報
　・地方消費税清算情報
　・軽自動車検査情報

地方交付税及び地方特例交付金算定事務の処理
　国及び都道府県から委託を受け、都道府県における市町村分地方交付税及び地方特例交付金の算定事
務等の処理を行っています。

全国町・字ファイルの提供
　全国の町・字・丁目までの最新の地名約67万件を収録した「全国町・字ファイル」を申込みのあった地方
公共団体等に提供しています。

都道府県税務情報処理協議会の支援
　都道府県の税務事務に係る円滑な情報処理の推進を図るため、都道府県税務情報処理協議会の運営を
支援しています。
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　地方公共団体に対してデジタル化等に関する情報提供を行っていま

す。また、月刊J-LISや地方自治情報化推進フェアでは地方公共団体だ

けでなく、住民や事業者の皆様にも行政サービスのデジタル化等に関

する情報をお届けしています。

デジタル化等に関する情報の提供及び助言09

月刊J-LISの発行
　デジタルガバメントの推進やマイナンバー制度等の最新情報や運用事例を
紹介する地方公共団体向けのICT専門誌「月刊J-LIS」を毎月発行しています。

地方自治情報化推進フェアの開催
　デジタルガバメントの実現に資する最新システムの展示、講演会
及びベンダ―プレゼンテーション等を行う、地方公共団体のICTに関
する総合展を毎年開催しています。

地方公共団体情報化関係部局との連携
　都道府県、指定都市、特別区、広域市町村圏等の情報管理主管課長会等と連携し、地方公共団体の情報
化に関する課題の共有を図ります。

地方支援アドバイザー事業
　専門家のアドバイスや先進事例として他の地方公共団体のノウハウが必要な場合に、専門家等の紹介
や派遣を行っています。

サービス提供のご案内
　一般事業負担金をいただいた地方公共団体を対象に研修、アドバイザー・講師の派遣、月刊J-LISの送付
など各種サービスを提供しています。
　ご利用にあたっては、別途手続が必要となります。サービス内容や一般事業負担金の詳細については当機
構ホームページ（サービス利用案内「https://www.j-lis.go.jp/about/service.html」）をご覧ください。
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　地方公共団体が最新のセキュリティ情報を素早く取得し、対策を講じることができるように支援

を行っています。

情報セキュリティ対策支援10

地方公共団体のCSIRT※支援
　地方公共団体に設置されているCSIRTの全国的な連携組織として設立した自治体CSIRT協議会におい
て、地方公共団体の取り組みが更に進むよう訓練や情報提供等を行っています。また、CSIRT設置のため
の支援を行っています。
　情報セキュリティインシデント対応訓練ツールを提供するとともに、同訓練ツールを活用したインシデ
ント発生時のCSIRT対応訓練を実施しています。
※CSIRT(シーサート)：Computer Security Incident Response Teamの略。コンピュータセキュリティに係るインシデントに対処するための組織。

自治体情報システムのセキュリティ向上支援
　地方公共団体のマイナンバー利用事務系及びLGWAN接続系にあるパソコンやサーバのセキュリティ
水準を維持するため、自治体情報セキュリティ向上プラットフォームにより、OSやウイルス対策ソフトの
更新プログラム等を提供しています。また、Microsoft 365のライセンス認証を行える中継機能を提供し
ています。

情報セキュリティに関する情報提供
　情報セキュリティ関連の事故情報や注意喚起情報等を提供するほか、参考事例を定期的に地方公共団
体にメール配信しています。
　内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）等から提供されるIT障害や脆弱性情報等を、地方公共団体
へ一斉配信しています。

　当機構に設置されたデジタル基盤改革支援基金により、地方公共団体のデジタル基盤改革を

推進するため、地方公共団体が行う基幹業務システムの標準化・共通化に向けた環境整備（地方

公共団体のシステムをクラウド上の標準準拠システムへ移行する事業）に対し、補助金を交付し

ています。

デジタル基盤改革に対する支援11
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組 織 ・ 体 制

経営戦略部
・ 機構の運営全般にわたる企画立案
・ 予算の基本的方針、事業計画の策定及び実施

管理部
・ 人事、給与及び福利厚生
・ 予算、決算、資金計画 等
・ 自治体のデジタル基盤改革に対する支援

住民基本台帳ネットワークシステム全国センター
・  住民基本台帳ネットワークシステム及び附票連携システム

の総合企画、開発・改善、運用・管理

コンタクトセンター
・ マイナンバーカードコールセンター等の運営
・ 地方公共団体の情報システムに係る情報提供、相談助言及び普及促進

教育研修部
・ 動画研修、リモートラーニングの実施
・ 情報化研修支援 等

個人番号センター
・ マイナンバーカード発行関連事務
・ 公的個人認証サービス（JPKI）の総合企画、開発・改善、　運営

運用管理本部
・ マイナンバーカード管理システムの運用・監視
・ 公的個人認証サービスシステムの運用・監視

システム統括室
・ 機構の情報システム全体の総合的な企画に関する業務
・ 機構の情報システムの評価・点検に関する業務
・ 自治体の情報セキュリティ支援
・ 機構の個人情報保護、情報セキュリティ、危機管理 等

監査室
・ 内部監査　等

総合行政ネットワーク全国センター
・ 総合行政ネットワークの総合企画、開発・改善、運用・管理、
  LGWAN-ASPの登録、接続審査
・ 地方公共団体組織認証基盤（LGPKI）の運営
・  自治体中間サーバー・プラットフォームの総合企画、開発、 

改善及び運営

ICT イノベーションセンター
・ 調査研究
・ コンビニ交付サービス、自治体基盤クラウドシステム（BCL）、
　被災者支援システム 等
・ 都道府県及び市区町村等からの情報処理事務の受託
・ 全国町・字ファイルの提供 等

代表者会議

本人確認情報保護委員会

認証業務情報保護委員会

機構処理事務特定個人情報等
保護委員会

経営審議委員会 監事

理事長
副理事長

理事

事務局

2025年7月現在

●代表者会議
穂坂 泰

（デジタル副大臣）

冨樫 博之
（総務副大臣）

楠 正憲
（デジタル庁統括官）

平井 伸治
（鳥取県知事）

池田 宜永
（宮崎県都城市長）

吉田 隆行
（広島県坂町長）

上原 哲太郎
（立命館大学情報理工学部教授）

清原 慶子
（杏林大学客員教授）

宍戸 常寿
（東京大学大学院法学政治学研究科教授）

●経営審議委員会
小尾 高史

（東京科学大学総合研究院教授）

梶田 恵美子
（ANAホールディングス（株）常務監査役、全日本空輸（株）　

　　監査役、個人情報保護委員会委員）

島井 健一郎
（滋慶医療科学大学医療科学部教授、厚生労働省健康・生活衛生 
  局参与、慶應義塾大学SFC研究所上席所員、メディカルデザイン  
 総合研究所代表・所長）

鈴木 崇広
（横浜市デジタル統括本部企画調整部担当部長）

野村 敦子
（（株）日本総合研究所調査部主任研究員）

村上 明子
（SOMPOホールディングス（株）　執行役員常務　グループ 
  CDaO、損害保険ジャパン（株）　執行役員CDaO　データドリ
 ブン経営推進部長）

吉田 基晴
（（株）あわえ代表取締役、サイファー・テック（株）代表取締役）

●役員 
理事長  椎橋 章夫   
副理事長 阿部 知明   
理事   羽生 雄一郎   
理事   中農 崇   
理事   樋口 浩司
理事（非常勤）  上杉 卓志   
理事（非常勤） 崎山 雅子   
理事（非常勤） 浅見 良雄   
理事（非常勤） 岩﨑 尚子   
監事   小泉 健 
監事（非常勤） 荒木 哲郎 職員数　355名（2025年7月１日現在）



マイナンバーカード発行枚数

※発行枚数は、有効申請数のうち、機構が委託しているマイナンバーカード発行事業者から各自治体へマイナンバーカードを送付した枚数
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※ 平成29年度については、マイナンバー制度における情報連携に必要となる機関別符号を生成するため、日本年金機構、社会保険診療報酬支払基金等へ住民
　 票コードの提供を行ったもの。

※ 令和４年度については、戸籍関係情報の連携開始等に必要となる機関別符号を生成するため、法務省等へ住民票コードの提供を行ったもの。
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60歳、現役世代約6,100万人）の氏名、住所の異動を確認するための本人確認情報の提供を開始したことに伴う増（平成30年3月開始）

※ 件数は四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない。
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マイナンバー制度における情報連携の照会件数・提供件数・事務手続数 LGWAN-ASPを提供する事業者数

コンビニ交付による住民票等の交付通数・対象人口割合 研修受講者数

■アプリケーション及びコンテンツサービス提供者　　地方公共団体向けに各種アプリケーションや情報コンテンツを提供
■ ホスティングサービス提供者　　　　　　　　　  アプリケーション及び情報コンテンツが稼働するサーバ機器の提供、運用管理
■ファシリティサービス提供者　　　　　　　　　　ホスティングサービスを構成する機器の設置スペース、電源、空調等の設備を提供
■ 通信サービス提供者　　　　　　　　　　　　 ホスティングサービスの構成機器を LGWANに接続する専用回線を提供

※　平成 26 年度～令和２年度については集合研修を、令和３年度～についてはオンライン研修を実施している。

※　 住民票の写しのコンビニ交付割合（住民票の写しのコンビニ交付件数／住民票の写し等の交付全体件数により算出）。
住民票の写し等の交付全体件数には、除票の写し、住民票記載事項証明書及び除票記載事項証明書を含む。
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835

5.5％

55,967

令和３年度

11,108

934

10.2％

55,854

令和４年度

11,632

1,132

15.4％

56,459

令和５年度

26.1％

11,895

1,286

56,180

令和６年度

26.8％

11,975

1,369

55,753

平成26年度

1,992

97

7,927

ー

平成27年度

4,141

185

49,797

ー




